
□報告第1号　令和5年度 一般会計補正予算 (第9号)

1 歳入歳出予算補正

(1) 補正額及び補正後の予算

(2) 歳入歳出予算補正の内訳

(3) 歳出補正の内容

①

　

(4) 歳入補正の内容

①

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は一般財源扱いで表記しています。

　物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担軽減を図ることを目的に、住民税均等割
のみ課税される世帯への給付金及び低所得者の子育て世帯への「子ども加算」を支給する
が、そのための給付システム導入等の事務費にかかるもの

国庫支出金 13,409千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　給付金・定額減税一体支援枠

物価高騰対応重点支援給付金（地域福祉課） 13,409千円

〔国交付金13,409〕

  

合　　　　計 13,409 0 0 0 13,409

(ⅰ)施策的事業（国 物価高騰対策） 13,409 0 0 0 13,409

　〔千円〕

内　　　　　　　容 補正額 国県支出金 市債 その他 一般財源

補正前の額 補正額 補正後の額

44,211,010千円 13,409千円 44,224,419千円

令和５年度 １月補正予算（市長専決）について

　政府の「原油価格・物価高騰対策及び賃上げ促進環境整備対応予備費の使用」について、令和５
年１２月２２日に予備費使用が閣議決定されたことから、早急に住民税均等割のみ課税される世帯
等への給付金の支給事務を進める必要が生じたため、1月31日付け専決処分による予算を編成する
ものです。


